
 

 

 

 

 

2019年 1月 31日 

各 位 

会 社 名 ウ シ オ 電 機 株 式 会 社              

代 表 者 名 代表取締役社長 浜島 健爾 

（コード番号 ６９２５  東 証 第 一 部） 

問 合 せ 先 経理財務部長  瀧澤 秀明 

（ T E L . 0 3 － 5 6 5 7 － 1 0 0 0 ） 

 

株主価値の向上に向けた株主還元策の強化について 

 

１．背景 

当社は 2017 年 5 月 11 日に公表した中期経営計画（FY17～FY19）において、「次なる飛躍への基礎固め」とし

て「既存事業の収益性の維持・改善」および「新たな成長機会の追及」を重点施策として掲げており、資本政策

については「安定的・継続的な利益還元」を目指し、自己株式の取得については「株価水準を考慮し、機動的に

実施する」としています。 

2018年 12月 20日に資本効率の向上と機動的な資本政策の遂行を可能とするために、上限 100億円（800万株）

の自己株取得を決議しております。今般は、更なる株主価値の向上に向けた株主還元策の強化および資本効率の

向上を目指し、追加施策として、2019 年 3 月期末配当を従来計画の１株につき 30 円から 50 円に引き上げるこ

ととしました。加えて、将来の株式の希薄化懸念を払拭することを目的に、自己株式の保有の上限を発行済株式

総数の 5％目途とし、その部分を上回る自己株式については毎年消却していくこととしました。 

 

引き続き、積極的な株主還元策の実施により、資本効率の向上に向けて取り組んでいく所存です。 

 

２．株主還元策の追加施策の具体的な内容 

 
現状 

追加施策 

（2019年１月 31日現在） 

1株あたり配当金 年間 30円 年間 50円 

自己株式取得 

上限 100億円 

（800万株） 

2018年 12月 21日～2019年 12月 20日 

実行中 

2019年 1月 31日時点の取得状況 

同日リリースの「自己株式取得状況に関す

るお知らせ」をご確認ください。 

自己株式消却 計画なし 

5％を目途に上回る 

自己株式については毎年消却 

（2019年 2月 8日付での 6,000,000株の 

消却を決議） 

 

３．株主還元方針（見直し後） 

当社は、株主各位に対する利益還元が企業として最重要課題の一つであることを常に認識し、財務体質

と経営基盤の強化を図るとともに、株主各位に対し安定的・継続的な利益還元を行うことを基本方針とし

ております。自己株式の取得は機動的に実施します。保有する自己株式の上限は発行済株式総数の 5％を

目途とし、その部分を上回る自己株式については毎年消却していきます。 

 

以 上 


